
子ども・子育て関連３法（平成24年8月成立）の趣旨と主なポイント

◆子ども・子育て関連３法
「子ども・子育て支援法」、「認定こども園法」、「認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」
の３法

◆３法の趣旨
自公民３党合意を踏まえ、保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、幼児期の学校教育・保育、
地域の子ども・子育て支援を総合的に推進

◆主なポイント
① 認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）、及び小規模保育等への給付（「地域型保育給付」）

の創設
＊地域型保育給付は、都市部における待機児童解消とともに、子どもの数が減少傾向にある地域における保育機能の確保に対応

② 認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等）

・幼保連携型認定こども園について、認可・指導監督の一本化、学校及び児童福祉施設としての法的位置づけ

・認定こども園の財政措置を「施設型給付」に一本化

③ 地域の実情に応じた子ども・子育て支援
（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課後児童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」 ）の充実

④ 基礎自治体（市町村）が実施主体
・ 市町村は地域のニーズに基づき計画を策定、給付・事業を実施
・ 国・都道府県は実施主体の市町村を重層的に支える

⑤ 社会全体による費用負担
・ 消費税率の引き上げによる、国及び地方の恒久財源の確保を前提（幼児教育・保育・子育て支援の質・量の拡充を図るために
は、消費税率の引き上げにより確保する０.７兆円程度を含めて１兆円超程度の追加財源が必要）

⑥ 政府の推進体制
・ 制度ごとにバラバラな政府の推進体制を整備（内閣府に子ども・子育て本部を設置）

⑦ 子ども・子育て会議の設置
・ 国に有識者、地方公共団体、事業主代表・労働者代表、子育て当事者、子育て支援当事者等（子ども・子育て支援に関する
事業に従事する者）が、子育て支援の政策プロセス等に参画・関与することができる仕組みとして、子ども・子育て会議を
設置

・ 市町村等の合議制機関（地方版子ども・子育て会議）の設置努力義務
⑧ 施行時期
・ 消費税引き上げ時期を踏まえ、早ければ平成２７年度を目途に新制度の施行を想定

「健やか親子２１」と他の計画等について 参考資料２

市町村子ども・子育て支援事業計画（５か年計画）

需要の調査・把握(現在の利用状況＋利用希望）

計画的な整備

市町村子ども・子育て支援事業計画のイメージ

子ども・子育て家庭の状況及び需要

子どものための教育・保育給付

認定こども園、幼稚園、保育所＝施設型給付の対象※
＊私立保育所については、委託費を支弁

小規模保育事業者
家庭的保育事業者
居宅訪問型保育事業者
事業所内保育事業者

地域型保育給付
の対象※

※ 施設型給付・地域型保育給付の対象は、認可や認定を受けた施設・事業者の中から、市町村の確認を受けたもの

（子ども・子育ての利用希望）
学校教育＋子育て支援

満３歳以上の子どもを持つ、
保育を利用せず

家庭で子育てを行う家庭
（子ども・子育ての利用希望）
学校教育＋保育＋放課後児童クラブ

＋子育て支援

満３歳以上の子どもを持つ、
保育を利用する家庭

（子ども・子育ての利用希望）
保育＋子育て支援

満３歳未満の子どもを持つ、
保育を利用する家庭

（子ども・子育ての利用希望）
子育て支援

満３歳未満の子どもを持つ、
保育を利用せず

家庭で子育てを行う家庭

＝

地域子ども・子育て支援事業
・地域子育て支援拠点事業
・一時預かり
・乳児家庭全戸訪問事業

・延長保育事業
・病児・病後児保育

事業

放課後
児童クラブ

（施設型給付・地域型保育給付は、早朝・夜間・休日保育にも対応）

※対象事業の範囲は法定

○市町村子ども・子育て支援事業計画は、５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育・
地域の子育て支援についての需給計画。（新制度の実施主体として、全市町村で作成。）

幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援について、
「量の見込み」（現在の利用状況＋利用希望）、「確保方策」（確保の内容＋実施時期）を記載。



地域子ども・子育て支援事業は、子ども・子育て家庭等を対象とする事業として、

市町村が地域の実情に応じて実施する以下の事業とする。また、対象事業の範囲
は法定する。

・利用者支援
・地域子育て支援拠点事業
・一時預かり
・乳児家庭全戸訪問事業
・養育支援訪問事業その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業
・ファミリー・サポート・センター事業
・子育て短期支援事業
・延長保育事業
・病児・病後児保育事業
・放課後児童クラブ
・妊婦健診
・実費徴収に係る補足給付を行う事業
・多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

地域子ども・子育て支援事業の対象範囲について

子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）

【目的】新たな制度の下、法第六十条に基づき、教育・保育の提供体制の確保及び地域子ども・子育て支援事業の実施に関する基本的事項
並びに子ども・子育て支援事業計画の記載事項等を定め、もって教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を提供する体制の整備その他
法に基づく業務の円滑な実施が計画的に図られるようにすること等。

【構成】

第一 子ども・子育て支援の意義に関する事項

第二 教育・保育を提供する体制の確保及び地域子ども・子育て支援事業の実施に関する基本的事項

第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項
二 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的記載事項
３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の
内容及びその実施時期に関する事項

（一）地域子ども・子育て支援事業の量の見込み
（二）実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期

･･･地域子ども・子育て支援事業の実施に当たっては、妊娠・出産期から切れ目ない支援に配慮することが重要であり、
母子保健関連施策との連携の確保が必要である。このため、妊婦に対する健康診査を始め、母子保健に関する知識の普
及、妊産婦等への保健指導その他の母子保健関連施策等を推進することが必要である。なお、その実施に当たっては、
二十一世紀における母子保健の国民運動計画である「健やか親子二十一」の趣旨を十分踏まえること。

第四 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要とする児童の福祉増進のための施策との連携に
関する事項

第五 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携に
関する事項

第六 その他子ども・子育て支援のための施策の総合的な推進のために必要な事項



次世代育成支援対策推進法の概要（平成１７年４月から１０年間の時限立法）

地方公共団体行動計画の策定

①市町村行動計画

②都道府県行動計画
→地域住民の意見の反映、労使の参画、
計画の内容・実施状況の公表、定期的
な評価・見直し 等

事業主行動計画の策定・公表・周知

①一般事業主行動計画（企業等）
→大企業（３０１人以上）：義務
中小企業（１０１人以上）：義務（23年４月～）
中小企業（１００人以下）：努力義務
一定の基準を満たした企業を認定（くるみんマーク）

②特定事業主行動計画（国・地方公共団体等）

次世代育成支援対策地域協議会
・都道府県、市町村、事業主、労働者、
社会福祉・教育関係者等が組織

次世代育成支援対策推進センター
・事業主団体等による情報提供、相談
等の実施

施策・取組への協力等
策定支援等

行動計画策定指針
○ 国において地方公共団体及び事業主が行動計画を策定する際の指針を策定。

※ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに際して参考と
すべき標準（参酌標準）を定める。

○ 地方公共団体及び事業主に対し、次世代育成支援のための行動計画の策定を義務づけ、

10年間の集中的・計画的な取組を推進

【次世代育成支援対策推進法】 （※但し、現在改正の検討中）

現在の次世代育成支援対策推進法 行動計画策定指針 （※但し、現在改正の検討中）

【地方公共団体の行動計画】

市町村及び都道府県は、行動計画策定指針に関して、五年ごとに、五年を一期として、「地域における子育ての支援」、「保護を要する子ど
もの養育環境の整備（都道府県行動計画に限る。）」、「母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進」、「子どもの心身の健やかな成
長に資する教育環境の整備」、「子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保」、「職業生活と家庭生活との両立
の推進」などの次世代育成支援対策の実施に関する総合的な計画を策定することとしている。行動計画を策定する際には、パブリックコメ
ントなどの住民の意見を反映させる措置を義務付け、労使の意見を反映させる措置を講ずるよう努めるとともに、策定した際の公表、当該
行動計画に基づく施策の実施状況の公表などを義務付けている。また、市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施
状況を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよう努めることとしている。

（１）地域における子育ての支援

（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備
（４）子育てを支援する生活環境の整備
（５）職業生活と家庭生活との両立の推進等
（６）子ども等の安全の確保
（７）要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進

一 背景及び趣旨
二 次世代育成支援対策の実施に関する基本的な事項
三 市町村行動計画及び都道府県行動計画の策定に関する基本的な事項
四 市町村行動計画を定めるに当たって参酌すべき標準
五 市町村行動計画及び都道府県行動計画の内容に関する事項
１ 市町村行動計画
２ 都道府県行動計画
六 一般事業主行動計画の策定に関する基本的な事項
七 一般事業主行動計画の内容に関する事項
八 特定事業主行動計画の策定に関する基本的な事項
九 特定事業主行動計画の内容に関する事項

（２）母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進

母性並びに乳児及び幼児などの健康の確保及び増進を図る観点から、保健、医療、福祉及び教育の分野間の連携を図りつつ、母子保
健施策等の充実が図られる必要がある。また、計画の策定に当たっては、二十一世紀における母子保健の国民運動計画である「健や
か親子二十一」の趣旨を十分踏まえたものとすることが望ましい。


